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杉並区長選　岸本氏が再選

　東京都杉並区長選が６月日に行

われ（投票率놊％땇、땎対話の区

政」の継続を訴えた現職の岸本聡子

氏が万票（得票率놊％）

を得て２回目の当選。日に登庁し

た岸本氏は集まった住民や職員に

「今日からまた対話を重ね、一つひ

とつ形にしたい」とあいさつした。

ゼロワン議会

　女性参政権行使から年。全国

市区町村議会で女性議員がゼロ

か１人しかいない「ゼロワン議会」

が合計で뙘全体の３分の１を超え

ることが、年末現在の総務省の

統計により分かった。女性議員１人

は負担も大きい。２人以上になれば

様々な声を政策決定に反映できる。

選択議定書の請願採択を

　女性差別撤廃条約実現アクション

は６月日、国会内で集会を開き、

「女性差別撤廃条約選択議定書の批

准を求める請願署名」万人分

땆うち新婦人７万人分땇を提出뙙

地方議会の意見書採択はのべ議

会にのぼる。

　新婦人は７月１日、原発ゼロと再

生エネルギーへの転換を求める請願

３万人分、日本軍「慰安婦」問

題の解決を求める請願１万人

分、所得税法条の廃止を求める請

願１万人分を提出。

思想뙘表現の自由制約

　日本ペンクラブが６月日、宣言

を発表뙙国旗損壊罪などに対し뙘땎市

民の思想や表現の自由を強く制約す

る危険性が拭えない。すべての人が

自分たちの意思を持って、自身の権

利を十全に行使できることが大切で

ある」と表明した。

美輪明宏さん死去

　歌手・俳優の美輪明宏さんが６月

日、歳で亡くなった。長崎の被

爆者として、性的少数者として、平

和で差別のない社会をと歯に衣着せ

ぬ発言を続け、新婦人しんぶんにも

繰り返しコメントを寄せた。

땎武器輸出反対땏院内集会

　７月３日、殺傷武器輸出反対署名

提出集会が国会内で開かれ、万

人分を提出。日本平和委員会の

呼びかけで、新婦人など賛同団体が

集まり、武器輸出をめぐる現状や課

題、全国の運動を共有。

ベネズエラ地震

　６月日、ベネズエラ北西部で起

きたＭ７超の連続地震では、死者

人뙘負傷者人超に達する땆

日現在땇。消息不明者も놊万人に及

び、犠牲者はさらに増える見通し。

　【支援募金】郵便振替‐‐

新日本婦人の会「ベネズエラ

地震救援募金땏と明記してください뙙
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減
税
は
２
年
限
り
？

国会 スポット

■国会正常化を　野党一致し要求

　与党は６月日、野党の反対を押

し切り、日本維新の会との連立合意

文書に基づく땎比例議席削減法案땏

「副首都法案」の審議入りを決定。

一連の対応に中道뙘国民民主뙘共産뙘

参政、みらいの野党５党は「議会制

民主主義の危機」と批判し、審議を

欠席。与党は野党不在のまま委員会

質疑を強行した。７月２日、自民党

が皇室典範改定案を優先し２法案の

審議中断を表明したのに対し、野党

５党は２法案の成立断念と国会正常

化を要求。また、参院では野党９会

派も参院議長に高市総首相が出席す

る集中審議開催を申し入れた。

■「需要に応じた生産」に危惧

　６月日、参院農林水産委の参考

人質疑で、農民連の長谷川敏郎会長

は、食糧法改定案の「需要に応じた

生産」明記は国家の責任を農家に押

しつけるもので、打開には価格・所

得補償が必要だと訴えた。

■空襲救済の悲願、自民先送り

　空襲被害を救済する超党派の法案

をめぐり、自民党は６月末の期限ま

でに結論が出ず、先送りに。議連は

野党共同で提出を決定。

■強権に反対、国会前抗議次つぎ

　野党不在のまま衆院本会議で「国

旗損壊処罰法案땏を可決させるなど뙘

与党の横暴な国会運営が続く中、７

月１日の国会前行動で新婦人の平野

恵美子副会長は、憲法９条を守る署

名が７万人分を超えたことを紹介

し、連帯を強調。また冤罪被害者ら

約人が再審法改正を求め周辺を

行進し뙘野党議員へ請願を手渡した뙙
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国民会議の땎とりまとめ땏を問う

討　論　集　会
日時：７月日（月）

時半～時半　

　高市政権が設置した社会保

障国民会議による「中間とり

まとめ땏の問題点を洗い出し뙘

さまざまな団体・税の専門家

など参加者の討論で深めま

す。

Zoom　配信します

ＩＤ　　　

パスコード：

全国商工団体連合会

２０２６年７月１１日（土曜日） 新　婦　人　し　ん　ぶ　ん （第三種郵便物承認） 第３６０３号 （２）

「中東情勢の緊迫化のため接着剤の入手

が困難」と張り紙がされた修理屋のドア
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の
財
源
も
確
保
で

き
ま
す
뗓と
指
摘
し
ま
し
た
뗇

　
新
婦
人
は
７
月
３
日

高

市
首
相
や
赤
沢

経
産
大
臣
ら
あ

て
に

뗒
ナ
フ

サ
不
足
・
物
価

高
騰
か
ら
暮
ら

し
を
守
る
た
め

の
抜
本
的
な
対

策
﹂
を
要
請
し

ま
し
た


　
高
市
政
権
に
﹁
現
場
の
深

刻
な
実
態
を
直
視
し

政
治

の
責
任
と
し
て
国
民
生
活
を

全
面
支
援
﹂
を
求
め

消
費

税
率
一
律
５
％
へ
の
減
税


医
療

福
祉

農
漁
業

交

通
な
ど
生
活
に
直
結
す
る
分

野
へ
の
石
油
製
品
の
優
先
し

た
供
給

医
療
現
場
の
資
材

確
保
の
た
め
の
需
要
の
把

握

メ

カ

へ
の
指
導


災
害
用
備
蓄
の
放
出
な
ど
多

岐
に
わ
た
り
要
請


　
合
わ
せ
て

消
費
税
減
税

は

そ
の
財
源
を
大
企
業
・

富
裕
層
へ
の
行
き
過
ぎ
た
減

税
・
優
遇
を
見
直
す
な
ど
安

定
的
に
確
保
し

将
来
の
増

税
に
転
嫁
し
な
い
こ
と
を
求

め

中
東
で
続
く
戦
争
を
終

わ
ら
せ
る
た
め
に

政
府
が

外
交
努
力
を
尽
く
す
こ
と
を

要
請
し
て
い
ま
す


消
費
税
減
税
を
求
め
た
新
婦
人
長
崎

県
本
部
の
宣
伝
뗊
３
月
뗆
長
崎
市
内
で
뗋

７月１日、国会前で


